
第114期
定時株主総会
招集ご通知

日時
2021年６月29日（火曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

場所
東京都港区芝五丁目30番７号
当社本社事務所 ５階
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・新型コロナウイルスの感染リスクを避けるため、極力、書面（郵送）
またはインターネットにより事前に議決権を行使いただき、株主様
の健康状態にかかわらず、株主総会当日のご来場をお控えいただき
ますよう強くお願い申しあげます。
・今後の状況変化に応じて、株主総会の運営方法について変更などが
ある場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させてい
ただきます。
https://www.nipponkinzoku.co.jp

証券コード 5491
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証券コード：5491
2021年６月14日

株 主 各 位
東京都板橋区舟渡四丁目10番１号

取締役社長 下 川 康 志

第114期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第114期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　なお、本株主総会につきましては、新型コロナウイルスの感染リスクを避けるため、株主の皆
様におかれましては、極力、書面（郵送）またはインターネットにより事前に議決権を行使いた
だき、株主様の健康状態にかかわらず、株主総会当日のご来場をお控えいただきますよう強くお
願い申しあげます。お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2021年６月28日
(月曜日)午後５時30分までに議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 2021年６月29日（火曜日）午前10時
2. 場 所 東京都港区芝五丁目30番７号 当社本社事務所 ５階
3. 会議の目的事項

報告事項 １．第114期（自2020年４月１日 至2021年３月31日）事業報告、連結
計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第114期（自2020年４月１日 至2021年３月31日）計算書類報告の
件

決議事項
第１号議案 取締役７名選任の件
第２号議案 補欠監査役２名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
・本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記
表」並びに計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第14
条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.nipponkinzoku.co.jp）に掲載し
ておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。上記のウェブサイト掲載事項は、本招集
ご通知に記載の各書類とともに、会計監査人及び監査役の監査の対象に含まれております。

・当日ご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
あげます。

・なお、本株主総会招集ご通知に掲載しております株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書
類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.nipponkinzoku.co.jp）に
掲載させていただきます。
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第114期定時株主総会における新型コロナウイルス感染拡大防止への対応について

　当社第114期定時株主総会の実施に際し、新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため、以
下の対応を予定しております。株主の皆様におかれましては、ご理解とご協力を賜りますようよ
ろしくお願い申しあげます。

＜株主の皆様へのお願い＞
　・株主総会にご出席を検討されている株主様におかれましては、感染リスクを避けるため、極
　 力、書面（郵送）またはインターネットにより事前に議決権を行使いただき、株主様の健康
　 状態にかかわらず、株主総会当日のご来場をお控えいただきますよう重ねてお願い申しあげ
　 ます。

＜来場される株主様へのお願い＞
　・感染リスクを低減するため座席間の距離を確保することから、ご用意できる座席数が例年よ
　 り大幅に減少いたします。満席となった場合、当日ご来場いただきましても、ご入場をお断
　 りする場合がございますので、あらかじめご了承くださいますようお願い申しあげます。
　・ご来場の株主様は、マスクの着用、アルコール消毒液による手指消毒をお願いいたします。
　・受付において、検温を実施させていただきます。３７.５度以上の発熱が確認された方や
　 体調不良と見受けられる方にはご入場をお断りする場合がございます。

＜当社の対応について＞
　・運営に関わるスタッフは、検温等を含めて体調を確認したうえ、マスクを着用し応対させて
　 いただきます。
　・株主総会の議事は、円滑な進行を検討し、例年よりも時間を短縮する予定です。
　・懇談会の開催や飲食物の提供は行いません。

　なお、今後の状況変化に応じて、株主総会の運営方法について変更などがある場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（https://www.nipponkinzoku.co.jp）に掲載させていただき
ます。

以 上
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議決権行使等についてのご案内
議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。
なお、株主の皆様の安全の確保および感染拡大防止のため、極力、当日のご来場はお控えいただき、書面（郵
送）またはインターネットにより事前に議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

書面（郵送）で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限 2021年６ 月28日（月曜日）午後５時３０分到着分まで

インターネットで議決権を行使される場合 （詳細は４頁をご覧ください。）

パソコン又はスマートフォンから議決権行使サイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアク
セスし、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入
力いただき、画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

行使期限 2021年６ 月28日（月曜日）午後５時３０分まで
① 書面（郵送）とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による議決権
行使の内容を有効として取り扱わせていただきます。

② インターネット等により複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせてい
ただきます。

③ 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株
主様には、議決権行使サイト上で「パスワード」の変更をお願いすることとなりますのでご了承ください。

④ 株主総会の招集の都度、新しい「議決権行使コード」及び「パスワード」をご通知いたします。
⑤ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・電話料金等）は株主様のご
負担となります。

株主総会にご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。（ご捺印は不要です。）

日 時 2021年６ 月29日（火曜日）午前１０時
場 所 当社本社事務所 ５階

（巻末の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）
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見本

インターネットによる議決権行使について 行使期限 2021年６月28日（月曜日）午後５時30分まで

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。

  

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。  

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙右片（裏面）に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙右片（裏面）に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
0120-768-524

（受付時間　平日9：00～21：00）

議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙右片（裏面）
に記載の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力して
ログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。
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株主総会参考書類
議案及びその参考事項

第１号議案　取締役７名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役６名全員の任期が満了となりますので、取
締役７名の選任をお願いしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏名 現在の当社における地位及び担当 属性

１ しも かわ やす し

下 川 康 志
取締役社長
（代表取締役） 再任

２ はら だ よし ひろ

原 田 喜 弘 専務取締役
生産本部長
生産本部製造部門長

再任

３ やま した まさ し

山 下 匡 史 専務取締役 開発・営業本部長 再任

４ は せ がわ しん いち

長谷川 伸 一 常務取締役
管理本部長
管理本部管理部門長

再任

５ やま ざき おさむ

山 﨑 修 常務取締役
技術本部長
技術本部技術部門長

再任

６ お がわ かず ひろ

小 川 和 洋 社外取締役 再任 社外 独立

７ なが つか よし とも

永 塚 良 知 ― 新任 社外 独立
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

１
下
しも
　川
かわ
　康
やす
　志

し

（1957年１月29日生）

再任

1980年３月 当社入社
2006年４月 当社鋼帯事業本部鋼帯営業部門東京支店長
2009年４月 当社鋼帯事業本部鋼帯営業部門副部門長
2010年４月 当社執行役員

当社鋼帯事業本部鋼帯営業部門長
2012年４月 当社常務執行役員
2013年４月 当社管理部門副部門長
2014年６月 当社常務取締役
2015年４月 当社管理部門長
2017年４月 当社取締役社長（代表取締役）（現任）

10,200株

２
原 田 喜 弘
はら だ よし ひろ

（1959年11月２日生）

再任

1982年４月 新日本製鐵株式會社（現 日本製鉄株式会
社）入社

2010年11月 同社名古屋支店自動車商品技術グループリ
ーダー

2012年７月 同社名古屋支店副支店長
2015年６月 当社入社

当社常務執行役員
当社技術部門副部門長

2017年４月 当社技術本部長
2017年６月 当社常務取締役
2020年４月 当社専務取締役（現任）

当社生産本部長（現任）
当社生産本部製造部門長（現任）

2,200株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

３
山
やま
　下
した
　匡
まさ
　史

し

（1961年６月26日生）

再任

1984年３月 当社入社
2009年４月 当社加工品事業本部加工品製造部門福島工

場長
2013年４月 当社加工品事業本部加工品営業部門加工品

営業部長
2014年４月 当社執行役員

当社加工品事業本部加工品営業部門長
2015年４月 当社加工品事業本部加工品営業開発部長
2016年４月 当社常務執行役員
2017年４月 当社開発・営業本部長（現任）

当社開発・営業本部営業部門長
2017年６月 当社常務取締役
2020年４月 当社専務取締役（現任）

当社開発・営業本部開発部門長

2,600株

４
長 谷 川 伸 一
は せ がわ しん いち

（1957年９月11日生）

再任

1981年３月 当社入社
2014年４月 当社執行役員

当社管理部門総務部長
2015年４月 当社常務執行役員
2017年４月 当社管理本部管理部門長（現任）

当社管理本部管理部門人事部長
2020年４月 当社管理本部長（現任）
2020年６月 当社常務取締役（現任）

1,900株

５
山
やま
　﨑 修
ざき おさむ

（1962年２月17日生）

再任

1985年３月 当社入社
1997年４月 大阪大学大学院工学研究科博士課程入学
2000年３月 大阪大学大学院工学研究科博士課程修了

工学博士号取得
2014年４月 当社技術部門技術研究所長
2015年４月 当社執行役員
2017年４月 当社常務執行役員

当社技術本部技術部門長（現任）
2020年４月 当社技術本部長（現任）
2020年６月 当社常務取締役（現任）

1,400株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

６
小
お
　川
がわ
　和
かず
　洋
ひろ

（1959年４月14日生）

再任 社外 独立

1988年３月 公認会計士登録
2004年７月 小川和洋会計事務所開業

同事務所代表（現任）
2004年11月 税理士登録
2005年６月 当社社外監査役（2009年６月退任）
2008年６月 東京日産コンピュータシステム株式会社社

外監査役（現任）
2015年６月 当社社外取締役（現任）
2016年７月 株式会社ハナツアージャパン社外監査役

（現任）

1,000株

７
永 塚 良 知
なが つか よし とも

（1965年３月30日生）

新任 社外 独立

1996年４月 第一東京弁護士会登録
2009年４月 東京地方裁判所民事調停員（現任）
2010年３月 永塚パートナーズ法律事務所開設

同事務所所長（現任）
2013年７月 日章鋲螺株式会社社外監査役（現任）
2016年６月 サンユー建設株式会社社外取締役（現任）
2019年２月 日本弁護士連合会事務次長
2021年３月 オンコリスバイオファーマ株式会社社外監

査役（現任）

0株

（注）1． 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2． 当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被

保険者が負担することになる法律上の損害賠償金及び争訟費用の損害を填補することとしております。
各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、任期途中に同内容での更
新を予定しております。

3． 小川和洋氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し、同取引所に届け出ております。

4． 小川和洋氏は、人格識見に優れ、公認会計士としての高度な会計知識を有しており、当社社外監査役
経験者であります。また、同氏は2015年６月26日開催の第108期定時株主総会において当社の取締
役に選任されて以来、社外取締役として適切な活動・発言を行っていることから引き続き社外取締役
として選任をお願いするものであります。また、同氏には公認会計士及び他社社外監査役として有す
る豊富な知見に基づき、独立した立場から有益な助言や提言を行っていただくことを期待しておりま
す。

5． 小川和洋氏の社外取締役就任期間は、本定時株主総会終結の時をもって６年となります。
6． 永塚良知氏は新任の社外取締役候補者であります。なお、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づ

く独立役員として届け出る予定であります。
7． 永塚良知氏は、人格識見に優れ、弁護士としての高度な法律知識を有しており、専門的な知識や高度

な見識を当社の経営に活かしていただくため、新たに社外取締役として選任をお願いするものであり
ます。同氏は過去に社外取締役または社外監査役になること以外の方法で直接会社の経営に関与した
ことはありませんが、上記の理由から社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し
ております。また、同氏には弁護士及び他社社外監査役並びに他社社外取締役として有する豊富な知
見に基づき、独立した立場から有益な助言や提言を行っていただくことを期待しております。
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第２号議案　補欠監査役２名選任の件
　本総会開催の時をもって、2020年６月26日開催の第113期定時株主総会
において選任いただいた補欠監査役角岡伸氏及び補欠社外監査役篭原一晃氏
の選任の効力が失効しますので、あらためて、法令に定める員数を欠くこと
となる場合に備え、補欠の監査役２名の選任をお願いしたいと存じます。
　補欠の監査役候補者は、次のとおりであり、齋藤孝嘉氏は非社外監査役の
補欠の監査役候補者として、篭原一晃氏は、社外監査役のいずれかが欠けた
場合の補欠としての社外監査役候補者であります。
　なお、本議案は監査役会の同意を得ております。

　

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

１ 齋 藤 孝 嘉
さい とう たか よし

（1966年6月15日生）

1989年 4月 当社入社
2018年４月 当社管理本部管理部門人事部長（現任）
2019年４月 当社執行役員（現任）

当社管理本部管理部門副部門長（現任）
2020年７月 当社管理本部管理部門総務部長（現任）
2020年10月 当社管理本部管理部門情報システム部長

（現任）

1,200株

２ 篭
かご
　原
はら
　一
かず
　晃
あき

（1967年３月４日生）

2001年10月 篭原公認会計士事務所開業
同事務所所長（現任）

2011年６月 ビジネスソリューションパートナーズ株式
会社（現 株式会社企業財務研究所）設立
同社代表取締役（現任）

2011年６月 ジーエルサイエンス株式会社社外監査役
2015年６月 同社社外取締役（監査等委員）（現任）

0株

　

（注）1． 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2． 当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被

保険者が負担することになる法律上の損害賠償金及び争訟費用の損害を填補することとしております。
各候補者が監査役に就任した場合、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

3． 篭原一晃氏は補欠の社外監査役候補者であり、また、東京証券取引所が定める独立役員の補欠候補者
であります。

4． 篭原一晃氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、人格識見に優れ、公認会計士として高度な会計
知識を有しており、当社監査においても十分にその能力を発揮いただけるものと判断いたしましたこ
とによるものです。

以 上
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添付書類 事 業 報 告
（自
至
2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

１．企業集団の現況
（1）事業の経過及びその成果
　当連結会計年度のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、国内外で社会
経済活動が抑制される状況が続き、特に上期において景気は急速に悪化、低調に推移しまし
た。下期には自動車や産業用機器の一部で需要回復の動きが見られ、景気も緩やかながら改
善の兆しが見え始めましたが、変異株の流行や感染の再拡大により経済活動が停滞したまま
の国・地域もあり、先行き不透明な状況が続いております。
　ステンレス業界におきましては、下期には主要需要先である自動車関連製品の需要分野を
中心に受注回復の動きが見られるようになりましたが、多くの事業分野で需要低迷や在庫調
整などを伴う厳しい事業環境が継続しています。
　このような状況のもと、当社グループは、2019年11月に発生した当社板橋工場第三圧延
工場火災事故の早期復旧に向けた活動と共に、徹底したコスト低減や生産効率の改善、原材
料価格動向の販売価格への適時反映など、全社的な収益改善活動に取り組んでまいりまし
た。また、2020年４月より「第11次経営計画」をスタートさせ、当社の独自技術による将
来を見据えた商品の開発に注力してまいりました。
　しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響による全社的な売上高の減少や、みがき
帯鋼事業において、前述の板橋工場第三圧延工場火災事故に伴う代替工程による生産に係る
コスト増などにより、業績は大幅に悪化いたしました。
　この結果、当連結会計年度の連結業績につきましては、売上高は前期と比べ50億７千５
百万円 (11.2％)減収の401億6百万円となりました。損益面につきましては、前期と比べ営
業損益は30億１千６百万円減益の23億８千６百万円の損失、経常損益は30億７千９百万円
減益の24億５千４百万円の損失となり、親会社株主に帰属する当期純損益は、受取保険金
23億６千７百万円などを特別利益に計上する一方、2021年２月に発生した当社板橋工場圧
延機の火災事故に係る損失２億４千２百万円などを特別損失に計上したことにより、７千９
百万円損失増の２億７千７百万円の損失となりました。
　当期の期末配当に関しましては、誠に遺憾ながら見送りとさせていただくことといたしま
した。
　以下、事業別にご報告申しあげます。
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みがき帯鋼事業
　みがき帯鋼事業におきましては、上期は新型コロナウイルス感染拡大の影響により、主要
顧客である自動車関連の需要が減少しました。下期以降は、自動車生産が中国を中心に急速
に持ち直したことにより、需要は回復しました。
　このような状況のもと、冷間圧延ステンレス鋼帯につきましては、電子部品関連では生活
様式や働き方の変化に伴い、パソコンＣＰＵ向け、データセンター向けサーバー関連部品、
ゲーム機向け用途などで、板厚厳格、表面厳格などの高精密仕様の製品需要が高まり、増収
がありました。医療関連では、注射針用途で国内向けコロナワクチン用の増量がありました
が、一般治療向けは停滞しました。また、自動車用光モール向け製品は、新しい意匠製品と
してメタリック感を活かした黒発色ステンレスを開発し、日系自動車メーカー高級車に採用
されました。
　みがき特殊帯鋼につきましては、ＣＡＳＥ関連の新需要として環境車向け駆動系部品で熱
処理材の新規受注を獲得するなど、市場変化を捉えた受注開拓を進めております。
　しかしながら、冷間圧延ステンレス鋼帯、みがき特殊帯鋼共に、多くの事業分野での大幅
な販売数量減をカバーするには至らず、減収となりました。
　以上の結果、みがき帯鋼事業の売上高は、前期と比べ36億８千９百万円（10.4％）減収
の315億７千１百万円となりました。

加工品事業
　福島工場取扱製品につきましては、自動車駆動部品用高精度異形鋼は、下期に需要回復の
動きはあったものの、上期における実需減と在庫調整の影響が大きく、通期では減収となり
ました。また、異形鋼製品は、自動織機部品の軽量化、耐摩耗ニーズに当社独自鋼種を使用
した高強度異形鋼製品を開発し、新規に受注を獲得しましたが、建材向け型鋼製品の需要減
が継続した結果、減収となりました。
　岐阜工場取扱製品につきましては、医療、計測機器向けでは中国市場などで欧米シームレ
スパイプから当社ファインパイプへの切替え需要が増えております。また、新たに開発した
ステンレス鋼とＰＥＥＫ樹脂の複合管は、従来のカラム用途に加えキャピラリー（毛細管）
向けにサイズを拡充し、新規需要の開拓を図りました。しかしながら、自動車、建機向け燃
料配管等は、下期には需要の回復があったものの、通期では減収になりました。さらに、海
外プラント施工延期の影響で計測器の差圧計配管が、国内飲料機器用途で営業時間短縮の影
響を受けビールサーバー熱交換器向けがそれぞれ減収となりました。
　以上の結果、加工品事業の売上高は、前期と比べ13億８千５百万円（13.9％）減収の85
億３千５百万円となりました。
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（2）事業別売上高

事 業

第113期
自
至

2019
2020

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日

第114期
（当連結会計年度）
自
至

2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日

前 期 比 増 減

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

みがき帯鋼事業 35,261 78.0 31,571 78.7 △3,689 △10.4
加 工 品 事 業 9,920 21.9 8,535 21.2 △1,385 △13.9
合 計 45,181 100.0 40,106 100.0 △5,075 △11.2
※表中の「△」は、マイナスを表します。

（3）設備投資等及び資金調達の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資等の総額は28億2千9百
万円で、その主なものは、次のとおりであります。
1) 当連結会計年度中に完成した主要設備

当社
板橋工場 冷間圧延ステンレス鋼帯の製造設備（みがき帯鋼事業）
福島工場 高精度異形鋼の製造設備 （加 工 品 事 業）

　なお、設備投資資金は自己資金で賄いました。
2) 当連結会計年度継続中の主要設備新設、拡充

当社
板橋工場 冷間圧延ステンレス鋼帯の製造設備（みがき帯鋼事業）
福島工場 高精度異形鋼の製造設備 （加 工 品 事 業）

　なお、設備投資資金は自己資金で賄いました。
3) 重要な固定資産の売却、撤去、滅失

当社
板橋工場 圧延機の火災事故による冷間圧延ステンレス鋼帯の

一部製造設備の滅失 （みがき帯鋼事業）
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（4）対処すべき課題
　国内経済は、足下では３回目の発出となる緊急事態宣言が対象地域を増やして期間延
長されるなど、経済活動が一部制限される厳しい状況が継続しております。先行きにつ
いては、ワクチンの普及による新型コロナウイルス感染症の沈静化や経済の持ち直しが
期待されますが、変異株の流行が懸念されるなど、不透明な状況が当面続くことが予想
されます。また、海外における感染症の流行状況や資材、物流、エネルギーコストなど
の動向も見通し難い状況にあり、引き続き注視していく必要があります。
　一方、2019年11月に発生しました当社板橋工場第三圧延工場火災事故の復旧状況に
つきましては、当初の計画通り2021年３月に工場建屋の改修とクレーンの設置を完了
しており、引き続き、原料圧延付帯設備（コイルビルドアップライン）、圧延機、原料
切断機の各設備の2021年末までの設置完了や、量産稼働の早期開始に向けた準備を進
めております。なお、2021年２月25日に発生した当社板橋工場圧延機火災事故につき
ましては、直ちに原因究明並びに再発防止策を実施したうえで、損傷箇所の改修を行
い、５月上旬より当該圧延機を再稼働させております。今後も、火災の再発防止のみな
らず、総合的な見地に立った防災対策に取り組むと共に、全社的な収益改善活動を継続
的に実施していくことで業績の向上に努めてまいります。
　上記のような経営環境から当社は前期、当期の実績に続き次期予想も含め、３期連続
の営業損失を計上する見通しであるため、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな状況が存在しております。しかしながら、前述の通り火災事故の復旧作業は順調に
進んでおり、復旧完了以降は板橋工場を主とするみがき帯鋼事業の原価高の状況は徐々
に解消される見込みであることや、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で減少した需
要が既に回復基調にあること、また加工品事業の損益状況は既に新型コロナウイルス感
染症拡大前の水準まで回復していること、さらには金融機関との関係も含め資金繰り
上、懸念すべき事象が生じていないこと等から、継続企業の前提に関する重要な不確実
性は認められないものと判断しております。
　なお、当社グループは、第11次経営計画２年目となる第115期を迎えました。第11
次経営計画「NIPPON KINZOKU 2030」では、生活様式の変化や次世代技術の普及
により、事業環境が急激なスピードで変化することが想定されるなか、将来の新たなニ
ーズに対応する新技術・新製品を主力に事業構造の変革を目指してまいります。「マル
チ＆ハイブリッドマテリアル（多種多様な素材を活用する）」、「ニアネットシェイプ
（最終製品形状に近い複雑な成形加工を実現する）」、「ニアネットパフォーマンス（最終
製品に要求される性能を素材・部材で実現する）」をキーワードに、競争優位性を有す
る機能強化製品（既存技術を深化することでユーザーニーズに応える機能をプラスする
製品）の販売増強を図ると共に、将来の中核となる新アイテムの獲得・事業化を進めて
まいります。さらに、すべてのお客様、取引先、並びに当社グループ会社とのリレーシ
ョンシップを深化させていくことで、更なる成長を目指してまいります。
　また、企業統治のありかたについては、そのときどきに最適な状態を目指し取り組ん
でまいります。
　当社グループを取り巻く環境は厳しい状況が続いておりますが、これらの課題を実
行・実現し、揺るぎない収益基盤の確立を目指し活動してまいりますので、株主の皆様
におかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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（5）財産及び損益の状況の推移
　

区 分
第111期

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

第112期
自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

第113期
自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

第114期
(当連結会計年度)
自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売 上 高 (百万円) 48,388 49,291 45,181 40,106
経 常 利 益 (百万円) 3,386 2,685 625 △2,454
親会社株主に帰属
する当期純利益 (百万円) 2,389 908 △197 △277

１株当たり当期純利益 (円) 356.95 135.75 △29.48 △41.41
総 資 産 (百万円) (※１)63,607 61,885 61,803 64,177

　

※１ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第112期の
期首から適用しており、第111期末の総資産は、当該会計基準等を遡って適用した後の金額となっており
ます。

※２ 表中の「△」は、損失を表します。

（6）重要な子会社の状況
　重要な子会社、関連会社の状況
　

会 社 名 資 本 金 当 社 の
議決権比率 主要な事業内容

日金スチール株式会社
百万円 ％

冷間圧延ステンレス鋼帯・みがき特殊帯鋼の販売300 100.0

日金精整テクニックス株式会社 250 100.0
(※１) 鋼材の切断加工及び梱包

日金電磁工業株式会社 60 100.0 電磁機器・磁性材料の製造及び販売

NIPPON KINZOKU
（THAILAND）CO., LTD.

百万タイバーツ 99.9
(※２) 冷間圧延ステンレス鋼帯の販売116

NIPPON KINZOKU
（MALAYSIA）SDN. BHD.

百万マレーシアリンギット 100.0 冷間圧延ステンレス鋼帯の販売5
　

※１ 発行済株式総数の97.2％を当社が保有し、2.8％を日金スチール㈱が保有しております。
※２ 発行済株式総数の92.9％を当社が保有し、7.0％を日金スチール㈱が保有しております。

　上記に掲げた重要な子会社を含め６社が連結子会社であり、持分法適用関連会社は１社で
あります。
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（7）主要な事業内容
　

事 業 主 要 製 品
み が き 帯 鋼 事 業 冷間圧延ステンレス鋼帯、みがき特殊帯鋼、マグネシウム合金帯の製造及び販売
加 工 品 事 業 型鋼・精密異形鋼等ロール成形品、ステンレス精密細管、電磁製品の製造及び販売

（8）主要な営業所及び工場
① 当社
　

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地
本 社 事 務 所 東 京 都 港 区 板 橋 工 場 東 京 都 板 橋 区
大 阪 支 店 大 阪 市 中 央 区 岐 阜 工 場 岐 阜 県 可 児 市
名 古 屋 支 店 名 古 屋 市 中 区 福 島 工 場 福 島 県 白 河 市

② 重要な子会社
　

名 称 本 社 所 在 地 名 称 本 社 所 在 地
日 金 ス チ ー ル 株 式 会 社 東 京 都 港 区 NIPPON KINZOKU（THAILAND）CO., LTD. タ イ 王 国
日金精整テクニックス株式会社 東京都板橋区 NIPPON KINZOKU（MALAYSIA）SDN. BHD. マ レ ー シ ア
日 金 電 磁 工 業 株 式 会 社 埼玉県川口市

（9）従業員の状況
① 企業集団の従業員の状況
　

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減
878名 10名減

② 当社従業員の状況
　

従 業 員 数 前期末比増減 平均年令 平均勤続年数
　582名 2名減 　40.3才 17.2年

　

（注） 上記従業員数には、出向社員及び臨時従業員は含まれておりません。

（10）主要な借入先
　

借 入 先 借入金残高
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 5,690百万円
株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 3,176百万円
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２．会社の株式に関する事項
① 発行可能株式総数 24,000,000株
② 発行済株式総数 6,694,431株 （自己株式5,569株を除く）
③ 株主数 6,662名 （うち、単元株主数6,149名）
④ 大株主
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

日 鉄 ス テ ン レ ス 株 式 会 社 872,500 13.0
日 本 金 属 取 引 先 持 株 会 624,400 9.3
伊 藤 忠 丸 紅 鉄 鋼 株 式 会 社 378,750 5.6
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 ( 信 託 口 ４ ) 166,400 2.4
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 141,600 2.1
Ｊ Ｆ Ｅ 商 事 株 式 会 社 141,000 2.1
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100,000 1.4
モ ル ガ ン ・ ス タ ン レ ー MUFG 証 券 株 式 会 社 94,398 1.4
富 国 生 命 保 険 相 互 会 社 90,400 1.3
モ ロ フ ジ 株 式 会 社 83,200 1.2

　

（注） 持株比率は自己株式（5,569株）を控除して計算しております。

３．会社の新株予約権に関する事項
（1）当事業年度末日における新株予約権の状況
　該当事項はありません。

（2）当事業年度中に交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等
地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役
取 締 役 社 長 下 川 康 志
専 務 取 締 役 原 田 喜 弘 生産本部長、生産本部製造部門長
専 務 取 締 役 山 下 匡 史 開発・営業本部長、開発・営業本部開発部門長
常 務 取 締 役 長谷川 伸 一 管理本部長、管理本部管理部門長
常 務 取 締 役 山 﨑 修 技術本部長、技術本部技術部門長

取 締 役 小 川 和 洋 小川和洋会計事務所代表、東京日産コンピュータシステム株式会社社外監
査役、株式会社ハナツアージャパン社外監査役

常任監査役(常勤) 大 西 敏 夫
監 査 役 鶴 岡 通 敏 高千穂交易株式会社社外取締役
監 査 役 掛 橋 幸 徳 日鉄ステンレス株式会社財務部長、ＮＳステンレス株式会社社外監査役

　

（注） 1．取締役小川和洋氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2．取締役小川和洋氏につきましては、東京証券取引所に対して独立役員として届け出ております。
3．監査役鶴岡通敏及び掛橋幸徳の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
4．監査役鶴岡通敏氏は、株式会社みずほ銀行及びその前身の株式会社富士銀行において銀行業務に約30
年間携わり、株式会社みずほ銀行常務執行役員を歴任するなど、財務及び会計に関する相当程度の知
見を有するものであります。また、同氏につきましては、東京証券取引所に対して独立役員として届
け出ております。

5. 2021年4月1日付で取締役の担当に異動があり、以下のとおりとなりました。

地 位 氏 名 担 当
専務取締役 山下 匡史 開発・営業本部長

（2）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間
で締結し、被保険者が負担することになる法律上の損害賠償金及び争訟費用の損害を填補
することとしております。当該保険契約の被保険者は当社取締役及び当社監査役であり、
保険料の10％を被保険者が等分負担し90%を当社が負担しております。
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(3) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
　 ① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針という。）を
定めており、その概要については、基本報酬と業績報酬により構成され、会社業績との連
動性を確保し、職責と成果を反映させた体系としています。
　基本報酬については、金銭による月例の固定報酬とし、職責を反映させるため、役位に
より基準額を決定しております。業績報酬については、当事業年度に係る支給はございま
せんが、１株当たり配当金50円以上を配当性向40％以下で達成した場合に、各期の最終
利益の５％を目途に各取締役の基本報酬額に比例配分して算定された額の12分割した額
を、金銭により１年にわたり毎月支給することとしております。また、基本報酬と業績報
酬における支給割合は、職責、役位、業績等を総合的に勘案して設定いたします。また、
各監査役の報酬額は、監査役の協議により決定しております。なお、決定方針につきまし
ては、取締役社長及び担当取締役作成による原案に基づき、取締役会における決議を経て
決定しております。

　 ② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の報酬限度額は、1989年６月29日開催の第82期定時株主総会において、月額
25百万円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は15名
です。また、監査役の報酬限度額は、2004年６月29日開催の第97期定時株主総会におい
て、月額５百万円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数
は４名です。

　 ③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
　取締役の報酬額は、取締役会の委任決議に基づき取締役社長下川康志が個人別の報酬額
の具体的内容を決定しております。その権限の内容は、担当取締役が作成した原案の決裁
であり、これらの権限を委任した理由は、各取締役の職責等を総合的に勘案するには取締
役社長が最も適しているからであります。また、基本報酬は役位により、業績報酬は指標
により算定されることから、取締役会はその内容が決定方針に沿うものであると判断して
おります。

④ 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役
（うち社外取締役）

127
(4)

127
(4) ― 　― 9

(1)
監査役

（うち社外監査役）
21
(5)

21
(5) ― ― 4

(2)
（注） 上記の支給人員には、2020年6月26日開催の第113期定時株主総会の終結の時をもって退任した

取締役3名、監査役1名を含んでおります。
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(4) 社外役員に関する事項
① 社外取締役 小川和洋氏
ア．重要な兼職先と当社の関係
　小川和洋会計事務所、東京日産コンピュータシステム株式会社及び株式会社ハナツア
ージャパンと当社との間には特別の利害関係はありません。
イ．主な活動状況
　当事業年度開催の取締役会16回のうち16回（100.0％）出席し、必要に応じ、公認
会計士及び会計事務所経営者並びに他社社外監査役として有する豊富な知見から適宜発
言を行っております。
ウ．社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
　公認会計士や社外監査役としての豊かな経験と高度な見識に基づき、独立した客観的
立場から、経営の監督並びに有益な助言や提言を行っております。

② 社外監査役 鶴岡通敏氏
ア．重要な兼職先と当社の関係
　高千穂交易株式会社と当社との間には特別の利害関係はありません。
イ．主な活動状況
　当事業年度開催の取締役会16回のうち15回（93.7％）、監査役会18回のうち17回
（94.4％）出席し、必要に応じ、銀行業務経験者及び銀行経営者並びに一般事業会社経
営者として培った豊富な経営、会計に関する知見から適宜発言を行っております。

③ 社外監査役 掛橋幸徳氏
ア．重要な兼職先と当社の関係
日鉄ステンレス株式会社は、当社の大株主であり、当社は同社から原材料の一部を複

数の商社を経由して仕入れております。また、当社はＮＳステンレス株式会社から原材
料の一部を仕入れております。
イ．主な活動状況
当事業年度開催の取締役会16回のうち15回（93.7％）、監査役会18回のうち17回

（94.4％）出席し、必要に応じ、他社の重要な使用人並びに他社社外監査役として有す
る豊富な知見から適宜発言を行っております。
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５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

三優監査法人

（2）責任限定契約の概要
　該当事項はありません。

（3）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額

3千9百万円
② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

3千9百万円
（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の額

を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等を含めております。

（4）会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
　当社監査役会は、当事業年度の会計監査人の報酬等の額について、取締役、社内関係部署
及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の監査計画の内
容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積もりの算出根拠などの検討を行った結
果、適切であると判断し、会社法第399条に基づき審議のうえ、同意を行っています。

（5）当社に対する会計監査人の対価を伴う非監査業務の内容
　該当事項はありません。

（6）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社の都合による他、会計監査人に法令違反や公序良俗に反する行為等があり、会計監査
人が継続してその職責を全うすることにつき疑義が生じた場合は、監査役会にて解任又は不
再任することの検討を行います。監査役会は、解任又は不再任することを監査役会で決定し
た場合は、取締役会にその解任又は不再任を株主総会の議案とすることを請求いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。こ
の場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会
計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

（7）重要な連結子会社の計算関係書類の監査に関する事項
　当社の重要な連結子会社のうち、NIPPON KINZOKU（THAILAND）CO., LTD.及び
NIPPON KINZOKU（MALAYSIA）SDN. BHD.は、当社の会計監査人以外の公認会計士又
は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有するものを含む。）の監査（会
社法又は金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む。）の規定によるもの
に限る。）を受けております。
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６．会社の体制及び方針
（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制及びその運用状況
　当社は、取締役会におきまして業務の適正を確保するための体制を以下のとおり定め、効
果的なシステムの構築を目指し活動を行っております。
内部統制システムの基本方針
１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制構築に関す
る基本方針
１）取締役会は法令遵守マニュアル整備の統括並びに職務執行に伴う法令・定款の遵守
状況の検証及びより良い遵守体制の整備を行う代表取締役を委員長とするコンプライ
アンス委員会を設置する。
２）各取締役は執行する職務が法令遵守マニュアル及び定款と照らして適法性・妥当性
に疑義がないことを確認したのち当該職務を執行する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制構築に関する基本方針
　取締役会は取締役の職務を①取締役会にて執行を報告すべき事項、②稟議により処理
すべき事項、③前両者に属しない事項で文書（紙文書によるもの又は電磁的文書による
もの。以下、同じ。）に記録し保存すべき職務の三項目に区分し以下の取扱いを行う。
①に関する事項は、法令及び取締役会規則に従い議事録に記載し、法令及び文書保存
に関する内部規程類に基づき保存・管理を行う。
②に関する事項は、稟議規程に従い稟議された文書を法令及び文書保存に関する内部
規程類に基づき保存・管理を行う。
③に関する事項は、部門業務規程類を各取締役が整備し、①及び②に該当しない事項
で部門業務規程類に基づく業務の執行に関する文書を法令及び文書保存に関する内部
規程類に基づき保存・管理を行う。

３．損失の危険の管理に関する規定その他の体制構築に関する基本方針
１）各取締役は業務遂行に際し想定されうる損失の危険の洗い出しを実施し、取締役会
にて全社的な損失の危険の存在に係る情報を共有する。
２）各取締役は共有する損失の危険を極小化するための規程類の整備を行う。
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制構築に関する基本
方針
１）企業理念・経営方針を基盤として策定する経営計画及び年度経営計画に基づく職務
の遂行にあたり、各取締役は実行組織をして目標達成に努めさせ、毎月１回以上開催
する取締役会で、また取締役会のもとに設置し毎月２回以上開催する執行役員会にて
必要に応じて、定期的に進捗状況ほか共有すべき情報の報告を行う。
２）業務執行の統制については取締役会規則に定める事項及びその付議基準を遵守し、
議題に関する十分な資料が配付される体制を構築する。
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５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制構築に関す
る基本方針
１）使用人が法令遵守マニュアル及び定款に従い職務執行する体制を強化するために、
取締役会はコンプライアンス担当取締役を任命する。
２）各コンプライアンス担当取締役はコンプライアンス委員としてコンプライアンス委
員会に所属し、取締役会及び監査役への法令・定款遵守状況の報告体制の確立並びに
業務執行部門への法令遵守マニュアルの整備及び法令遵守体制整備指導命令の責任を
連帯して持つ。
３）各コンプライアンス担当取締役は、使用人が法令・定款に違反する行為を発見した
場合の報告体制としての内部通報制度の周知と充実を図る。

６．株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す
るための体制構築に関する基本方針
１）当会社の取締役又は重要な使用人を子会社の取締役又は監査役として派遣しその経
営に参画することで個々の子会社の業務の適正性確保に努める。
２）国内の子会社については毎月１回以上、各社経営者に業務の遂行状況を含む経営状
況を報告させ業務遂行状況の適正性を検証する。
３）国外の子会社については毎月１回以上、各社経営者に営業に関する計数の状況報告
書を提出させ、また毎年１回以上業務の遂行状況を含む経営状況を報告させ業務遂行
状況の適正性を検証する。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項に関する基本方針
１）常時１名は業務執行系統から独立した使用人を監査役の職務を補助すべき者として
配置する。
２）実効ある監査体制確立のために、監査役より補助すべき使用人設置（増員）を求め
られた場合は、特段の事情がない限りその求めに応じることとする。

８．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
１）業務執行系統から独立した部署として監査役室を設置し、当該使用人はそこに所属
させる。
２）当該使用人は監査役以外の会社機関からいかなる指示命令にも服させないことを代
表取締役は保証する。

９．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する
体制
　取締役及び使用人は監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて以下の
必要な報告及び情報の提供を行う。
① 当社の内部統制システム運用に関する部門の活動状況
② 内部監査部門の活動状況
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③ 業績及び業績見通しの発表内容その他証券取引所等への適時開示書類の内容
④ 内部通報制度の運用及び通報の内容
⑤ 稟議書及び監査役より請求された会議議事録の回覧・配付

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
１）代表取締役と各監査役との定期的な会合を持ち意見交換を行い、意思の円滑な疎通
に努める。
２）常勤の監査役には執行役員会、経営会議その他の重要な会議への出席を要請すると
共に主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を回覧し、必要に応じ或いは要
望に応じて取締役又は使用人から説明を行う。
３）監査役監査制度との有機的な結びつきを深めるべく内部監査制度の充実を図り監査
体制の充実に努める。

業務の適正を確保するための体制の運用状況
　当社では、「内部統制システムの基本方針」に基づき、業務の適正を確保するため
の体制の整備とその適切な運用に努めており、当連結会計年度における運用状況の概
要は以下のとおりです。
　当社は、取締役会を16回、監査役会を18回、「コンプライアンス委員会」を３回開
催いたしました。取締役会では、取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役の職務
執行の適正性及び効率性を高めるために、第108期定時株主総会において当社と特別
な利害関係を有しない社外取締役を選任しており、同社外取締役は被選任後の取締役
会すべてに出席しております。
　子会社については、「関連会社管理規程」に基づき、株主総会付議事項や事業計画
などについて管理本部長の決裁を義務付け、当社内部統制部門による内部監査を行
い、また、月１回の「関係会社月次報告会」、年２回の「関係会社社長会」で必要事
項の通知や情報交換を行い、適正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実現
に努めております。
　監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うと共に、取締役社
長及び他の取締役、内部統制部門、会計監査人との間で意見交換を実施し、情報交換
を含め連携を図っております。常勤の監査役については、主要な稟議書の回付を受
け、取締役及び使用人の職務の執行状況を監査すると共に、コンプライアンス委員会
など重要な会議に出席し、必要な場合には意見を述べております。
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（2）株式会社の支配に関する基本方針
１．基本方針
　上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められてお
り、当社の株式に対する大規模買付提案又はこれに類似する行為があった場合において
も、当社といたしましては、一概に否定するものではなく、最終的には株主の皆様の自
由な意思により判断されるべきであると考えます。
　しかしながら、当社株式の大規模な買付や買付提案の中には、その目的等から見て企
業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却
を強要するおそれのあるもの、対象会社の取締役会や株主が買付の条件等について検討
し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供し
ないものなど、不適切なものも少なくありません。
　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、
企業価値のさまざまな源泉、当社を支える関係者との信頼関係を十分に理解し、当社の
企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならない
と考えております。従いまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれの
ある不適切な大規模買付提案又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業
の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。
２．基本方針の実現に資する取組み
当社では、株主、投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、当

社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための取組みとして、以下の施策を
実施しております。この取組みは、上記１．の基本方針の実現に資するものと考えてお
ります。
「10ヵ年経営計画」等による企業価値向上への取組み
　当社では、「日本金属グループは、圧延事業とその加工品事業を中核に、新しい価値
の創造を推進し、広く社会に貢献します。」を企業理念とし、この理念のもと、当社の
原点である圧延技術と加工技術を極め、圧倒的な差別化を実現する商品の開発・事業化
を進めるために、2020年度から、「『人と地球にやさしい新たな価値を共創するMulti
＆ Hybrid Material企業』～多種多様な素材を圧延・複合成形することで、最終製品
に要求される性能を素材で実現し人と地球の未来に貢献します。～」 をビジョンに掲
げ、
　 １．リレーションシップの深化
　 ２．製造力の強化
　 ３．次世代成長製品の事業化
　 ４．独自技術による将来を見据えた商品開発
　 ５．活力ある職場づくりと人材強化
を基本方針とする第11次経営計画を策定し実行しております。
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　第11次経営計画「NIPPON KINZOKU 2030」は、この先、技術の進化が劇的に加
速しさまざまなことが急速に変化していくことが予測されるなか、10年後、さらにそ
の先の変化に備え、そこで必要とされる新たなニーズに応え得る「ものづくり」の体制
を構築するために10ヵ年の計画としております。「ありたい姿」の実現に向け躍動し続
けるチームを目指すべく、「点から面へ、球へ」を念頭に、既存の取引分野（点）の枠
を超え、関わる領域をさらに広げ（面）、深める（球）ための活動に取り組むと共に、
すべてのお客様、取引先、並びに当社グループ会社とのリレーションシップを深化させ
ていくことで、更なる成長へと繋げてまいります。
　今後も当社におきましては、中長期的視点に立ち、企業価値の拡大を目指してまいり
ます。また、事業活動の遂行にあたりましては、すべてのステークホルダーから信頼さ
れる企業として、株主価値の向上に努めてまいります。
３．不適切な者による支配防止の取組み
　当社の経営にあたっては、幅広いノウハウと豊富な経験、並びに顧客、従業員及び取
引先等の関係者との間に築かれた関係等への十分な理解が不可欠であると考えます。こ
れら当社の事業特性に関する十分な理解なくして、株主の皆様が将来実現することので
きる株主価値を適切に判断することはできないものと思われます。突然大規模買付行為
がなされたときに、株主の皆様が短期間の内に買付に応じるか否かを適切に判断するた
めには、大規模買付者及び取締役会の双方から必要かつ十分な情報が提供されることが
不可欠であり、大規模買付者が考える当社の経営に参画したときの経営方針や事業計画
の内容等は、重要な判断材料であります。同様に、取締役会が当該大規模買付行為につ
いてどのような意見を有しているのかも、株主の皆様にとっては重要な判断材料となる
と考えます。
　そこで当社取締役会は、議決権割合を20％以上とすることを目的とする大規模買付
行為を行おうとする者は、事前に株主の皆様の判断のために必要かつ十分な大規模買付
行為に関する情報を取締役会に提供すると共に、それを受けて取締役会としての意見を
形成し、必要に応じて大規模買付提案の条件の改善交渉や株主の皆様に対する代替案の
提示を行うための期間を経たうえで当該行為を行うこととするルールを策定いたしまし
た。このルールが守られない場合や基本方針に照らして不適切な支配により企業価値を
損なうおそれがあると判断される場合は対抗措置を講じることのできる対応策（買収防
衛策）を2007年３月７日開催の取締役会にて導入し、直近では、2019年６月27日開
催の定時株主総会におきまして、買収防衛策の期限を2022年開催の定時株主総会まで
継続することをご承認いただいております。その詳細につきましては、2019年５月24
日付にて「当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）の継続について」とし
て公表し、この開示資料全文を当社ウェブサイトに掲示しております。
（URL https://www.nipponkinzoku.co.jp）
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４．上記「３.」の取組みに関する取締役会の判断
　取締役会は、上記取組みは、中長期的に企業価値を向上させる者への経営参画を妨げ
るものではなく、不適切な者による会社支配を防止することで、株主の皆様を始めとす
る関係者の利益を確保するためのものであり、基本方針に沿っていると判断しておりま
す。また、取締役会の恣意的な判断を防止するために、対抗策の発動にあたりましては
要件を限定したうえで、業務執行を行う経営陣から独立した社外監査役等で構成する独
立委員会に発動の是非を諮問し、その結果を最大限尊重したうえで行うものとしており
ます。

（3）剰余金の配当等の決定に関する基本方針（会社法第459条第１項の規定による定款第36
条の定めにより取締役会に与えられた権限の行使に関する方針）
　当社の利益配分につきましては、安定的かつ継続的な利益の還元を行うことを基本とし、
業績や経済情勢などを勘案し、収益の向上、財務体質の強化を図ると共に、安定的な配当水
準の維持に努めております。
　当期の期末配当に関しましては、「１．企業集団の現況 (1)事業の経過及びその成果」で
申しあげましたとおり、当期の業績、今後の経済情勢が先行き不透明な要素も多いことを踏
まえて、誠に遺憾ながら見送りとさせていただくことといたしました。株主の皆様におかれ
ましては大変ご迷惑をおかけいたしますが、何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中に記載されている親会社株主に帰属する１株当たり当期純利益は表示単位未満の端数を

四捨五入して表示し、その他の金額、比率、株数、年令及び年数は表示単位未満の端数を切り捨てて表
示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 30,978 流 動 負 債 25,578
現 金 及 び 預 金 8,771 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 11,484
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 8,097 短 期 借 入 金 10,544
電 子 記 録 債 権 4,141 リ ー ス 債 務 149
商 品 及 び 製 品 4,389 未 払 法 人 税 等 157
仕 掛 品 3,853 賞 与 引 当 金 312
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,322 返 品 調 整 引 当 金 38
そ の 他 405 そ の 他 2,891
貸 倒 引 当 金 △ 2

固 定 負 債 18,123
長 期 借 入 金 12,142
リ ー ス 債 務 161

固 定 資 産 33,199 繰 延 税 金 負 債 80
有 形 固 定 資 産 29,608 再評価に係る繰延税金負債 3,041
建 物 及 び 構 築 物 4,053 退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,598
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 7,919 環 境 対 策 引 当 金 59
土 地 16,256 資 産 除 去 債 務 40
建 設 仮 勘 定 821 そ の 他 0
そ の 他 559 負 債 合 計 43,702

（純資産の部）
株 主 資 本 13,819

無 形 固 定 資 産 126 資 本 金 6,857
資 本 剰 余 金 986
利 益 剰 余 金 5,985

投資その他の資産 3,463 自 己 株 式 △ 10
投 資 有 価 証 券 2,098
長 期 貸 付 金 11 その他の包括利益累計額 6,656
繰 延 税 金 資 産 1,186 その他有価証券評価差額金 803
そ の 他 202 土 地 再 評 価 差 額 金 6,001
貸 倒 引 当 金 △ 36 為 替 換 算 調 整 勘 定 140

退職給付に係る調整累計額 △ 289
純 資 産 合 計 20,475

資 産 合 計 64,177 負 債 ・ 純 資 産 合 計 64,177
（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（自

至
2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 40,106
売 上 原 価 37,646
売 上 総 利 益 2,460

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,847
営 業 損 失 2,386

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 67
受 取 賃 貸 料 38
受 取 保 険 金 19
ス ク ラ ッ プ 売 却 収 入 26
そ の 他 29 181

営 業 外 費 用
支 払 利 息 112
賃 貸 費 用 15
為 替 差 損 20
減 価 償 却 費 62
そ の 他 37 248
経 常 損 失 2,454

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3
投 資 有 価 証 券 売 却 益 269
受 取 保 険 金 2,367 2,640

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 1
固 定 資 産 除 却 損 152
火 災 損 失 242 396
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 209
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 168
法 人 税 等 調 整 額 △ 101 67
当 期 純 損 失 277

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 277
（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 22,961 流 動 負 債 20,340
現 金 及 び 預 金 6,052 支 払 手 形 2,910
受 取 手 形 1,502 買 掛 金 6,784
売 掛 金 3,999 短 期 借 入 金 1,950
電 子 記 録 債 権 3,805 １年内返済予定の長期借入金 5,580
製 品 2,045 リ ー ス 債 務 138
仕 掛 品 3,794 未 払 金 1,050
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,285 未 払 費 用 153
前 払 費 用 145 未 払 法 人 税 等 43
そ の 他 333 預 り 金 33
貸 倒 引 当 金 △ 2 前 受 収 益 6

賞 与 引 当 金 219
返 品 調 整 引 当 金 38

固 定 資 産 30,833 そ の 他 1,430
有 形 固 定 資 産 27,506 固 定 負 債 16,823
建 物 3,673 長 期 借 入 金 11,980
構 築 物 184 リ ー ス 債 務 142
機 械 及 び 装 置 7,764 再評価に係る繰延税金負債 3,041
車 輌 及 び 運 搬 具 5 退 職 給 付 引 当 金 1,562
工 具 器 具 及 び 備 品 513 環 境 対 策 引 当 金 59
土 地 14,543 資 産 除 去 債 務 37
建 設 仮 勘 定 821 そ の 他 0

負 債 合 計 37,164
　 （純資産の部）

無 形 固 定 資 産 110 株 主 資 本 10,226
ソ フ ト ウ エ ア 104 資 本 金 6,857
そ の 他 6 資 本 剰 余 金 986

　資 本 準 備 金 986
利 益 剰 余 金 2,392

投資その他の資産 3,216 　利 益 準 備 金 197
投 資 有 価 証 券 1,171 　そ の 他 利 益 剰 余 金 2,195
関 係 会 社 株 式 798 　 繰 越 利 益 剰 余 金 2,195
出 資 金 47 自 己 株 式 △ 10
長 期 貸 付 金 11 評価・換算差額等 6,404
繰 延 税 金 資 産 1,009 その他有価証券評価差額金 403
そ の 他 353 土 地 再 評 価 差 額 金 6,001
貸 倒 引 当 金 △ 175 純 資 産 合 計 16,631

資 産 合 計 53,795 負 債 ・ 純 資 産 合 計 53,795
（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（自
至

2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額
売 上 高 32,415
売 上 原 価 31,798
売 上 総 利 益 617

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,587
営 業 損 失 2,970

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 73
受 取 賃 貸 料 186
そ の 他 38 298

営 業 外 費 用
支 払 利 息 97
賃 貸 費 用 79
減 価 償 却 費 62
そ の 他 57 297
経 常 損 失 2,969

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 269
受 取 保 険 金 2,367 2,637

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 0
固 定 資 産 除 却 損 151
火 災 損 失 242 394
税 引 前 当 期 純 損 失 726
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 17
法 人 税 等 調 整 額 △ 113 △ 95
当 期 純 損 失 631

　

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月14日

日 本 金 属 株 式 会 社
取締役会 御中

三 優 監 査 法 人
　東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 増 田 涼 恵 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 森 田 聡 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本金属株式会社の2020年４月１日から2021年
３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、日本金属株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月14日

日 本 金 属 株 式 会 社
取締役会 御中

三 優 監 査 法 人
　東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 増 田 涼 恵 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 森 田 聡 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本金属株式会社の2020年４月１日から

2021年３月31日までの第114期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

2021年05月31日 14時32分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

― 34 ―

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第114期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、監査役全員の一致した意見として、本監査報
告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告
を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎
通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みにつ
いては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、適正に対応しました。
④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。
④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方
針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118
条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうもので
はなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月20日
　 日本金属株式会社 監査役会

常任監査役(常勤) 大 西 敏 夫 ㊞
社外監査役 鶴 岡 通 敏 ㊞
社外監査役 掛 橋 幸 徳 ㊞

　

以 上
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

株 主 総 会 会 場
ご 案 内 図

※会場及び近隣には駐車場がありませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

交通機関
のご案内

●JR線でお越しの場合
JR山手線・京浜東北線
「田町駅」三田口（西口）より徒歩5分

●地下鉄でお越しの場合
都営地下鉄　浅草線・三田線
「三田駅」A3出口より徒歩3分

2021年6月29日（火曜日）午前10時

当社本社事務所　５階

日 時

東京都港区芝五丁目30番7号
TEL：03-5765-8111（大代表）

会 場

本社

https://www.nipponkinzoku.co.jp
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